
 

広島県情報公開・個人情報保護審査会答申（諮問（情）第103号） 

 

第１ 審査会の結論 

 広島県知事（以下「実施機関」という。）が，本件異議申立ての対象となった行政文

書について，不存在であることを理由に不開示とした決定については，これを取り消

し，再度対象文書を特定した上で，改めて開示可否を決定すべきである。 

 

第２ 異議申立てに至る経緯 

１ 開示の請求 

  異議申立人は，平成15年 12月９日，広島県情報公開条例（平成13年広島県条例第

５号。以下「条例」という。）第６条の規定により，実施機関に対し，竹原支局（広島

県からの依頼により実施した第三者機関を含む。）が，竹原市道「峠郷線」を実際に走

行してみた事実があるか否かを確認するため，その具体的な実施方法などを記録した

文書及び竹原市道「峠郷線」から県道吉名停車場線の「峠橋」への左折又は峠橋から

峠郷線への右折進入の走行記録（以下「本件対象文書」という。）について開示を請求

（以下「本件請求」という。）した。 

 

２ 本件請求に対する決定 

実施機関は，本件請求に対し，本件対象文書について，不存在を理由とする不開示

決定（以下「本件処分」という。）を行い，平成15年12月24日付けで異議申立人に通知

した。 

 

３ 異議申立て 

  異議申立人は，平成16年１月５日，本件処分を不服として，行政不服審査法（昭和

37年法律第160号）第６条の規定により，実施機関に対し異議申立てを行った。 

 

第３ 異議申立人の主張要旨 

 １ 異議申立ての趣旨 

   本件処分を取り消し，開示を求める。 

 

 ２ 異議申立ての理由 

   異議申立人が，異議申立書及び意見書で主張している異議申立ての理由は，おおむ

ね次のとおりである。 

(1) 平成 15年 12月 24日付け東広建竹第279 号による行政文書不存在通知書は，開

示請求した竹原市道峠郷線の実際の走行試験並びに峠橋からの進入などの実際の

走行試験をした上で，橋の設置申請を不許可処分にしたと考えるのが常識であると

判断できるにもかかわらず，当該走行試験の結果を隠匿している疑義があることか

ら，具体的な走行試験の記録を記載している文書及び開示請求書に記載した文書の



 

全てを速やかに開示するように要求する。 

  (2) 実施機関が作成した平成 15年９月 12日付け弁明書において，「生活道路として

自宅への出入り等のため道路幅員より車幅の小さい普通車程度を通行させること

は可能であると判断したものである。」と明記していることから，当然に走行試験

を行った上で，当該記述をしたものと考えるのが常識である。 

  (3) 「峠橋」は県道であるにもかかわらず，竹原市道峠郷線から峠橋への左折又は峠

橋から竹原市道峠郷線への右折進入の走行記録についてもまったく記録がないと

いうことは，弁明書において明記された「近くに橋がある」という不許可処分の

最大の根拠をあくまでも堅持しようとするものである。 

 

第４ 実施機関の説明要旨 

実施機関が，理由説明書で主張する本件処分を行った理由は，おおむね次のとおり

である。 

本件異議申立てには，平成15年４月の砂防指定地内制限行為・砂防設備占用許可申

請に対する実施機関の不許可処分が背景にある。この不許可処分に対して，異議申立

人は，審査請求人代理人として，平成 15 年７月 15 日付けで実施機関に対して審査請

求を行い，これに対し，実施機関は平成15年９月12日付け弁明書において，「生活道

路として目的地への出入り等のため道路幅員より車幅の小さい普通車程度を通行させ

ることは可能である。」旨を述べている。異議申立人は，当該記述を捉えて，当該申請

の審査を行った実施機関が，当該申請箇所への接続経路である竹原市道「峠郷線」を

走行した場合の，その実施方法の記録の開示を要求している。 

実施機関が，弁明書に上記のように記述したのは，道路管理者である竹原市の見解

を受けてのことによるものである。 

この市道管理者の見解とは，本件道路のような狭隘な箇所でも車種によれば通行し

ているという現実から，本件道路についての通行禁止の措置は行っていない，という

ものである。 

業務執行上，現状把握を要する場合に，この必要とする地域に存する道路の管理者

が他の地方公共団体に属するものである場合にあっては，実施機関において当該道路

形状の詳細についての調査検討を行うことが要求されるものではない。 

したがって，具体的な走行内容を記録することには至らなかったものである。 

また，広島県が管理する公物に対する使用等の申請がなされたときには，当該公物

周辺状況を確認することになるが，本件事案に際しては，実施機関職員が公用車を使

用して当該申請箇所へ赴き状況確認を行った。その行程は，竹原支局から８キロメー

トル以内の在勤地内旅行として位置付けられ，当該旅行に対する旅行命令簿の様式に

は復命内容を記載することにはなってないため，異議申立人の主張に合致する記録が

なされ得るものではない。 

以上のとおり，条例第２条第２項に定める行政文書として，異議申立人の主張の趣

旨に合致するものは存在しないため，開示することができないとした本件処分は妥当



 

である。 

 

第５ 審査会の判断 

 １ 本件対象文書について 

本件対象文書は，竹原支局が，竹原市道「峠郷線」を走行した具体的な実施方法な

どを記録した文書及び竹原市道「峠郷線」から県道吉名停車場線の「峠橋」への左折

又は峠橋から峠郷線への右折進入の走行記録であり，実施機関は，本件対象文書を作

成又は取得していないため，不存在とした。 

 

 ２ 本件対象文書の特定について 

実施機関は，「業務の遂行上，現状把握を要する場合に，この必要とする地域に存す

る道路の管理者が他の地方公共団体に属するものである場合にあっては，実施機関に

おいて当該道路形状の詳細についての調査検討を行うことが要求されるものではな

い。」として，具体的な走行内容を記録することには至らなかったと説明する。 

しかしながら，実施機関は理由説明書において，「本件事案に際しては，実施機関職

員が公用車を使用して当該申請箇所へ赴き状況確認を行った。」と説明している。 

このため，当審査会から，現地調査に関する文書がないかどうかを改めて，実施機

関に確認したところ，平成 15 年５月 12 日作成の砂防指定地内普通河川郷川における

橋梁設置に係る制限行為等についての聞取り等報告書（以下「報告書」という。）が提

出され，その中に，現地調査した際の記録があった。 

この記録について，当審査会から実施機関に対し，自動車を用いて調査したものか

どうかを確認したところ，自動車で走行した調査であった旨の回答があった。 

実施機関のこの回答によれば，報告書中の当該記載は竹原市道峠郷線を自動車で実

際に走行した具体的な記録であるということになり，報告書は本件対象文書に該当す

ると解される。 

以上のことから，実施機関は，報告書以外にも本件対象文書に該当するものがある

かどうかを再度確認し，改めて本件対象文書を特定すべきである。 

 

３ 付言 

   実施機関は本件対象文書を不存在としていたが，当審査会の審議の過程で，報告書

に現地調査についての記録が含まれていることが判明した。 

  実施機関は，開示請求者の協力を得て，開示請求の趣旨を確認するなどして，幅広

く行政文書を検索し，対象行政文書を特定することが望まれる。 

 

４ その他 

異議申立人はその他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を左右するもの

ではない。 

 



 

５ 結論 

よって，当審査会は，「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

    

第６ 審査会の処理経過 

当審査会の処理経過は，別記のとおりである。 

 



 

別 記 
 

審 査 会 の 処 理 経 過 

年 月 日 処 理 内 容 

16．２．24 ・諮問を受けた。 

17．11．30 ・実施機関に理由説明書の提出を要求した。 

19．２．１ ・実施機関から理由説明書を収受した。 

19．２．19 
・異議申立人に理由説明書の写しを送付した。 

・異議申立人に意見書の提出を要求した。 

19．５．１ ・異議申立人から意見書を収受した。 

19．５．２ ・実施機関に意見書の写しを送付した。 

24．５．30 

（平成24年度第２回） 
・諮問の審議を行った。 

24．６．27 

（平成24年度第３回） 
・諮問の審議を行った。 

24．７．25 

（平成24年度第４回） 
・諮問の審議を行った。 

24．８．29 

（平成24年度第５回） 
・諮問の審議を行った。 
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